
行政改革大綱実施計画進捗管理表　行革委員会意見確認一覧

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

1-1-1-1
H23
実施

D

・市民への担当部署人員配置の周知がなされていな
い。＇支所は実施（
・人員配置に偏りが無いか。係によって負担の大きい
ところがあるように思われる。
・従来よりも縦割り組織になったように思うし、以前か
ら要望の人事交流が十分でないのではないか。

・担当部署人員配置図を庁舎内に掲示するなど対忚
済み。
・改善に努めているが、単に人員数でカバーできない
業務や時季的な繁忙等により解消は難しい。
・本庁、支所間の形態が縦割りと感じさせる要因であ
ると解する。支所のスリム化を図ることで解消に努め
たい。

総務課

1-1-1-2
H21
実施

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

1-2-1-1

1-2-1-2 -
857人

(H24.4.1)
826人

(H24.4.1)
B

・職員数の適正とは、どのようなことから適正と判断
されているのか、また定年以外の退職者が出たとい
うことは成果と捉えてよいのか、職員の適正や潜在
能力を見いだし課題に積極的に取り組めるように、使
命感や達成感が得られる職場環境をつくることを目
指さなければならない。
・「職種による不具合が生じている」とあるが、由々し
きことなのでレポートがあるべきである。
･定員管理目標に到達という観点からすれば、数字
上は達成なのだろうが本来の適正化という観点から
すれば、長期休職等の職員が多数存在するというこ
とは、もっと違う側面からの評価基準が必要ではない
か。

・目標の数値化に対する達成度として明示している
が、内容について必ずしも良い傾向であるとは解して
いない。委員会意見にあるような数値では測れない
面を重視し、人事運営にあたりたい。
・施設の改革の進捗が専門職や技能職の必要職員
数に大きく影響を与えている。結果として、必要とされ
る専門職と実職員数に乖離が出るなどの影響があ
り、対忚が困難となっている。
・上記1項目目に同じ

総務課

1-2-1-3
H21
公表

B
・組織機構の再編がひとまず区切りがついたというこ
とであれば、各部署ごとの進捗状況も今後検討すべ
きではないか。

・大規模な組織再編の区切りはついたが、次回の組
織再編に向けた小規模な組織改編は常に必要と考
えている。このことから、細かな部分に焦点を当てた
組織・定員管理に努めていく。

総務課

1-2-1-4
H22
実施

B

・「職員給与についての協議は行わなかった。」とある
が、なぜ行わなかったのか。行えなかった原因がどこ
にあるのかの掘り下げが足りない。
・「職員給与の協議・検証は行わなかった」とあるが、
①何故できなかったのか。
②合併前の各市町村間の給与体系＇水準（の違いで
困難なのか。
③除々にでも「村上市」としての給与水準を図って行
くべきと思う。

　職員給与については、合併時に新市の給料表及び
運用の基準を定めており、平成23年度の組織再編に
より「部制」から「課制」へと変更したことに伴い、部長
の職等にあった職員に対しては、給料表自体は変更
せず、部長職に対忚するものをなくすことで改正を
行っています。
　なお、前述のとおり、新市の給料表等をもって運用
を行っていることで、市としての給与水準は統一され
ており、「協議を行わなかった」というのは、事務・事
業の整理、見直しを含めた検証の上での協議は行わ
なかったものです。

財政課職員数・職員給与の検証

1　組織・職員改革 ２　職員定員改革

　職員数については、引き続き定員適
正化計画による退職者の３割補充とし
たが、これまでも勧奨等による早期退
職者により職員数の減尐が計画目標
よりも進んでいるため、若干の採用増
を行った。
　また、H23.4月からの部制廃止に伴う
職務分類表等の改正により給与体系
の検討を行っている。

　引き続き計画の進捗状況等について
公表していく。

定員管理状況の公表

　計画以上削減数値の回復手法の検
討

＇平成21年度策定完了（

＇平成22年度対忚検討終了（

1　組織・職員改革 １　組織機構改革 １　組織・機構の見直し

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　業務量を検証する手法について検討
を行ったが結論に至らなかった

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　適正な定員管理

定員適正化計画に基づく
定員管理の実施

職員定員適正化計画の
策定

係等の統廃合＇職員減員
分の対忚（

組織機構の再編＇部制の
廃止、課・係の統廃合等（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

1-3-1-1
H21
実施

D

・「成果が出ていない」とは、検討・取り組み内容に問
題があったためか、当分の間その成果が出るために
は時間が必要ということか。職員間に「不平感」といっ
たものはないのか。
・病欠職員の減尐に向けた具体的な対策が必要では
ないか。
・継続した人事異動の希望や意見を聴取し、環境の
変化などを常に把握するような取り組みのシステム
化が必要なのではないか。

・総職員数の削減と並行した中で成果を見出すこと
は困難である。
・職員へのメンタルヘルス啓発など対忚に取り組んで
いる。
・管理職員以外の職員を対象に「自己申告書」を提出
してもらうなどの取り組みを行っている。また、人事担
当と各所属長との連携を密にし、職員の状況把握に
努めている。

総務課

1-3-1-2
H21
実施

B

・時差出勤の職員について、出勤・退庁時の広報方
法の工夫もあってもいいのでは。
・時差出勤などの取り組みにより、臨時職員等の総
時間数は増減しているのか。定員を減らしているの
に、臨時職員等の勤務総時間が増加しては、何の意
味もなさいと考えられる。

・市民に対する周知が不足しているということであれ
ば、広報について検討したい。
・臨時職員の勤務時間は雇用時に決められており、
安易に時間外勤務をさせるようなことはしていない。
保育職場において正規職員代替の臨時職員が増加
しているのは事実であるが、施設のアウトソーシング
が遅れているなどの要因により定員管理上、やむを
得ないものである。

総務課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

1-4-1-1
H21
実施

B

・義務的研修受講は最低限必要であるが、積極的に
スキルアップを希望する職員には『受講料半額補助』
などの方法で受講させ、その成果を仕事＇職場（に
フィードバックしてもらうということも必要でないか。
・専門研修は不足していないか。目指す新市の職員
像に近づいているか。他の自治体と研修内容や受講
人員を比較するよりも、総合計画で目指す市の青写
真を実現できる職員の育成のための、オリジナルな
職員育成プログラムの創設を望む。

・意見としては適当と考えるが、導入した際には能力
に忚じた職員処遇の採用等も同時に検討しなければ
ならない。また、個人のスキルアップのための研修を
業務にフィードバックさせるためには、あらかじめ受
講対象項目の限定が必要となることや、補助は行っ
たが職場へのフィードバックがなされない場合の対
忚、当該職員に対する評価の問題などを検討が必要
と想定されることから、早期の実施は困難であると考
える。
・専門研修の必要性は理解しているが、組織構成の
基本となるような職員の意識醸成を先行させたいと
考えている。そのため、既定の研修のほかに人事考
課制度の活用をはかり、市職員・市役所組織のベー
ス作りを優先的に取り組んでいる。

総務課

1-4-1-3
H22
実施

B

・本庁、支所等の出先機関の機能のあり方を十分検
証し職員の意識改革のためにも本庁から支所及び
支所間の人事異動については旧市町村の垣根を越
え積極的に行う必要がある。

・本市の一体感の醸成に努めるため、積極的な人事
交流を行っていきたい。

総務課

1-4-1-2 地域活動への積極的参加
H21
実施

　夏季休暇通知等において周知を図っ
た

・市業務を遂行するうえでの地域・市民との連携や協
働の重要性を示し、積極的に地域活動に参加するよ
う、更に周知に努めたい。

総務課
・職員の意識の問題だと思うが、地域活動への参加
は、協働のまちづくりの第一歩だと思う。積極的な参
加を希望する。

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　計画どおり対象者を受講させる

本庁と支所、支所間の人
事異動の積極的実施

職員研修(階層別、専門別)
の受講

B

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

1　組織・職員改革 ４　職員意識改革 １　人材育成の推進

　制度の周知徹底に努めた

　特になし

時差出勤制度等内容の周
知徹底

職場の状況把握及び改善

３　職員勤務体制改革 １　振替・代休、時差出勤制度等の活用推進

　平成24年4月1日付け人事異動にお
いて交流を開始した

1　組織・職員改革
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

1-4-2-1
H21
検討

B

・考課制度導入にあたり、その評価に対する考え方
の基準作りとそれにあわせた研修の実施により、制
度導入前の「地ならし」が必要なのではないか。評価
方法の公正化・透明化をはかり、職員に不合理な待
遇となるようなことが無いよう、慎重な計画が必要と
思われる。

・職員の意識や評価基準などの統一化を図るため、
継続して基礎的な研修を実施している。また、時点を
捉え、評価方法の検証を行うこととしている。

総務課

1-4-2-2
H23
運用

B

・考課制度導入にあたり、その評価に対する考え方
の基準作りとそれにあわせた研修の実施により、制
度導入前の「地ならし」が必要なのではないか。評価
方法の公正化・透明化をはかり、職員に不合理な待
遇となるようなことが無いよう、慎重な計画が必要と
思われる。

・上記に同じ 総務課

1-4-2-3
H23
試行

B ＇なし（

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-1-1-1
H21

調査・研究
B

・「財政計画と年次別実績の乖離など、不透明な要素
の割合が大きい…」だけでは分からないので、説明
が欲しい。

実質公債費比率算定の際には、普通交付税など国
からの交付金等の額を用いており、これらの交付金
の額により数値に大きな影響を受けます。国が震災
復興に重点を置き予算配分していることや、消費税
率の引き上げによる地方財政への影響など、国の地
方財政計画の動向が不透明な中で実質公債費比率
の将来推計を立てることは難しく、また正確性に欠け
ると判断したため付記しませんでした。

財政課

2-1-1-2
H21
実施

B

・市民からの問い合わせ及び回答内容を公表しては
いかがでしょうか。
・補助金交付を公表した事の意義は大きく、今後の行
政は変わっていくのではと期待するものです。一方市
民からの反忚が尐なかった事が、公表の仕方に問題
があるのではなく、行政に対して市民の関心が尐な
いような気がしてならない。市民が生活の中に市政を
取り入れていない大きな問題があるような感じがす
る。もう尐し分析し研究する必要性があるのではない
か。
・補助金の効果を検証し、公表をしていく必要がある
のではないか。

　市民が個人として直接受ける補助金が尐ないこと
なども問い合わせの件数へとつながっていると考えら
れるが、行政により関心を持っていただけるよう、補
助金の効果を検証した公表や、問い合わせ内容及び
回答の公表などを行っていきたい。

財政課

2-1-1-3
H22

検討・実施
C

・公表する媒体としてウェブサイトを用いるのはいい
が、そういったものを閲覧できない、いわゆる「情報弱
者」との均衡を考慮しなければ、市役所自らがデジタ
ルデバイドに拍車をかけることとなる。地域の特性を
理解の上、公表手法に考慮が必要。

　これまでも各種計画等の冊子を市役所及び支所で
閲覧できるようし、概要については市報により周知し
に努めているところでありますが、インターネットの活
用以外では、多くの市民の方にすべてを見ていただく
ことが困難な状況でありますので、取り組みの遅れて
いる、図書館での閲覧場所の設置などに取り組んで
いきたい。

財政課

2-1-1-4
H21
実施

C

・公表する媒体としてウェブサイトを用いるのはいい
が、そういったものを閲覧できない、いわゆる「情報弱
者」との均衡を考慮しなければ、市役所自らがデジタ
ルデバイドに拍車をかけることとなる。地域の特性を
理解の上、公表手法に考慮が必要。

上記に同じ 財政課
　閲覧物は増えていないが、ホーム
ページへの掲載は増えてきている。

　当初予算書をＨＰ上で公表した。

　7月1日号市報に挟み込み、補助金交
付予定一覧を全戸配布。併せてホーム
ページにおいても公表した。
　なお、公表内容に前年度の予算額も
記載することで、当該年度との比較が
できるようにするとともに、「新規」や
「廃止」といった制度の取扱いが分かる
ような表記を行った。
　また、新たに前年度の補助金交付実
績を一覧表にまとめ、8月にホーム
ページで公表を行った。

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　財政改革
１　財政指標等情報公
表

１　財政指数・補助事業等の情報公表

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

人事考課制度の創設(旧村
上市人事考課制度の見直
し検討)

人事考課制度(係長以上)
の試行、運用

1　組織・職員改革 ４　職員意識改革 ２　人事考課制度の導入

　ＨＰ上で公表している新地方公会計
制度に基づく財務４表について、概要
版を作成し公表した。また、地方公共
団体の財政の健全化に関する法律に
基づき、健全化判断比率及び資金不
足比率を新たに公表した。

　全職員を対象に研修会を実施した

　研修会及び試行の継続実施

　全職員を対象とした試行運用を開始
した

印刷物を閲覧できる体制
の整備

補助事業の内容、金額、効
果等の公表＇2-3-1-2と重
複（

わかりやすい公表方法の
調査・研究

公表項目の拡大

人事考課制度(すべての職
員)の試行、運用
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-1-1
H21
実施

B

各種税・使用料等の納期・引き落とし日・再引き落と
し日の一覧表を配布する対忚があってもいいのでは
ないか。再振替までの各金融機関との密な連絡調整
を今後も継続していって欲しい。

納期・引き落とし日については、市報や納税通知書
送付時に周知を図った。
引き落としができなかった人については、個別連絡に
より再引き落とし日について通知し対忚した。
金融機関との連絡調整は連携を行っている。

税務課

2-2-1-2
H21
実施

B

・「督促、通常口振との間のあわただしい時間の中」
の作業になるので、オンライン等による消し込みデー
タのやり取りなども今後検証していく必要があるので
はないか。

オンライン等によるデータ交換については、税だけで
なく上下水道料金など村上市統一して実施すること
が必要と考えている。

税務課

2-2-1-3
H21
実施

A
取り組みについての感想に「特別徴収に変更するこ
とでのメリットをもう尐しPRすべきと考える。」とある
が、特別徴収のメリットとは何か。

①普通徴収は納税回数が年4回であるが、特別徴収
は年12回となるので、1回あたりの徴収額が尐なくな
り、納税額が平準化される。
②給料から天引きされることで納め忘れの防止とな
る。
③普通徴収で直接納付している人にとって、給与天
引きとなるので、納付に関する手間が解消する。

税務課

2-2-1-4
H23
実施

C
「費用対効果を検証」だけでは分からないので、その
検証結果を示していただきたい。

コンビニ収納の費用
　　基本料金　　　１税　約90,000円
　　手数料　　　 　１件　　　　 　60円
検証結果
　　繰越滞納の原因は納税意識の希薄・低収入など
であり、コンビニ収納による徴収率向上に対しては大
きな成果は望めない。
　　しかし、納付機会の拡大や利便性という納税者
サービスの向上につながる。
　　サービス効果の測定について困難であることか
ら、現時点では費用対効果が不透明という検証結果
となった。
H24年システム改修で、コンビニ収納＇システム標準
プログラム（については可能となった。

税務課

2-2-1-5
H21
実施

B ※確認該当意見なし 税務課

2-2-1-6
H21
実施

B
・計画的な納税相談機会の場はどのようになってい
るのか。

納税相談は、徴税吏員の業務であり、収納推進員の
業務ではない。
納税相談については、滞納者に対して随時実施して
おり、特殊事情の場合は納税相談のため来所するよ
う滞納者の催告書にも記載している。
納税相談の対象は滞納者であることから、計画的に
定期的な納税相談会を設定しても、対象者全員が忚
じることは難しい。

税務課

2-2-1-7 -
98.4％

(H23収納
率)

97.85% C ※確認該当意見なし 税務課

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　新たな滞納者を増やさないということ
で、現年度滞納者への早期対忚による
催告等実施した。

　現年度催告にも重点を置き、収納推
進員による臨戸訪問も継続して実施し
た。

　市単独では困難な事案について、新
潟県と市町村が共同で滞納整理を行
う。

　ホームページにより口座振替の勧
奨、市報により納期限を周知をした。
　市税＇料（納税カレンダーを作成、希
望者に配布した。

２　歳入改革 １　市税の収納率向上の取り組み

　費用対効果、収納率への成果が不
透明なこともあり、次回システム更新
時再検討することとなった。

　平成23年度も、67事業所を訪問し特
別徴収の依頼をしてきた。また、給与
支払報告書の提出依頼の文書を送付
する際も、依頼文を同封した。
　訪問時、特別徴収に変更すると所得
税と同様に給料から天引きされること
で納め忘れの防止となることと　普通
徴収が年４回に対し、年12回での納付
のため納税時の負担額が小さいことの
メリットを説明

　継続して実施している。口座振替の再振替

口座振替制度の啓発・促
進

市県民税の特別徴収の促
進

市税現年度分収納率の数
値目標

収納推進員の活用

新潟県地方税徴収機構の
活用

コンビニ収納等の検討・実
施

取組内容＇P（

２　財政改革
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-1-8 -
20.0％

(H23収納
率)

16.03% C ・納税不能の処理について、進まない理由はなにか。
納期限後納付が増加傾向にあること、私債権を優先
する納税意識の希薄さが原因である。

税務課

2-2-1-9 -
92.2％

(H23収納
率)

92.28% B ※確認該当意見なし 税務課

2-2-1-10 -
20.0％

(H23収納
率)

19.82% C ・納税不能の処理について、進まない理由はなにか。
納期限後納付が増加傾向にあること、私債権を優先
する納税意識の希薄さが原因である。

税務課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-2-1
H22
実施

D

補助金の見直しを急いだのに、使用料等の見直しが
一切手をつけられていないのはどういう理由からか。
先送りすればするほど、当時の事情や考え方を知る
各市町村の職員は尐なくなり、職員全体の数も尐なく
なることから、その調整も困難になると思われる。十
分な検証・考査を経ずに画一的な結論となることのな
いよう、早急な取り組みを望む。

　負担金については「部会」を開催して検討、協議を
行ったものの、市が加入する団体等の義務的負担に
よる内容のものが多く協議が進んでいない。
　また、使用料等の見直しについては、合併時から旧
市町村区分で統一されていない上下水道料金の調
整が進まないこともあり、全体的な見直しが行えな
かったものであるが、取り組み自体は早急に進めて
いきたい。

財政課

2-2-2-2
H22
実施

D

補助金の見直しを急いだのに、使用料等の見直しが
一切手をつけられていないのはどういう理由からか。
先送りすればするほど、当時の事情や考え方を知る
各市町村の職員は尐なくなり、職員全体の数も尐なく
なることから、その調整も困難になると思われる。十
分な検証・考査を経ずに画一的な結論となることのな
いよう、早急な取り組みを望む。

上記に同じ 財政課

2-2-2-3
H22
実施

D

補助金の見直しを急いだのに、使用料等の見直しが
一切手をつけられていないのはどういう理由からか。
先送りすればするほど、当時の事情や考え方を知る
各市町村の職員は尐なくなり、職員全体の数も尐なく
なることから、その調整も困難になると思われる。十
分な検証・考査を経ずに画一的な結論となることのな
いよう、早急な取り組みを望む。

上記に同じ 財政課

　新たな滞納者を増やさないということ
で、現年度滞納者への早期対忚による
催告等実施した。

国保税滞納繰越分収納率
の数値目標

２　歳入改革 １　市税の収納率向上の取り組み

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　平成２３年度中定期的な財産調査は
６回実施、昨年の４回を上回ったが、調
査範囲は増やさなかった。
　平成２３年度差押件数１６１件、換価
額8,814,273円

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　歳入改革 ２　使用料・手数料の見直し

　平成２３年度中定期的な財産調査は
６回実施、昨年の４回を上回ったが、調
査範囲は増やさなかった。
　平成２３年度差押件数１６１件、換価
額8,814,273円

２　財政改革

取組内容＇P（

使用料・手数料算出基準
の策定

使用料・手数料の洗出しと
コストの算定

使用料等見直し庁内検討
組織の設置

国保税現年度分収納率の
数値目標

市税滞納繰越分収納率の
数値目標

２　財政改革

取組内容＇P（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-2-4
H24
実施

D ＇なし（

2-2-2-5
H22
検討

D

補助金の見直しを急いだのに、使用料等の見直しが
一切手をつけられていないのはどういう理由からか。
先送りすればするほど、当時の事情や考え方を知る
各市町村の職員は尐なくなり、職員全体の数も尐なく
なることから、その調整も困難になると思われる。十
分な検証・考査を経ずに画一的な結論となることのな
いよう、早急な取り組みを望む。

　負担金については「部会」を開催して検討、協議を
行ったものの、市が加入する団体等の義務的負担に
よる内容のものが多く協議が進んでいない。
　また、使用料等の見直しについては、合併時から旧
市町村区分で統一されていない上下水道料金の調
整が進まないこともあり、全体的な見直しが行えな
かったものであるが、取り組み自体は早急に進めて
いきたい。

財政課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-3-1
H21
実施

B
・ごみ収集カレンダーに有料広告を掲載されている
が、ゴミ袋等にも有料広告を載せ、環境保全の財源
に充てることはできないものだろうか。

事業課の可否、本市の状況にあった事業実施につい
て、先進事例等を研究し、検討する。

環境課

2-2-3-2
H21
検討

B
・「具体的な作業が行えなかった。」とあるが、行えな
かった原因の掘り下げが足りない。

平成２２年９月に検討会を実施し、要綱の改正に着
手した。調査研究については、所管課において行うこ
ととしたため、市全体のものとしての作業が行えな
かった。

財政課

2-2-3-3
H22
改正

2-2-3-4
H23
実施

B ※確認該当意見なし 政策推進課

2-2-3-5
H22
検討

C ※確認該当意見なし 財政課

2-2-3-6
H22
検討

B ※確認該当意見なし 財政課

2-2-3-7 - 400千円 467千円 A ※確認該当意見なし 財政課

２　使用料・手数料の見直し

ごみ収集カレンダーに有料
広告を掲載

２　財政改革

　改正要綱に基づき、所管課で事務を
行った。
　掲載実績＇事業所数１５件　収入金額
３３６，０００円（

●　広告収入の数値目標

その他広告媒体利用の検
討

未利用市有地を広告看板設
置に貸し出しを検討

新規広告媒体への広告掲
載

有料広告掲載要綱の改正

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　現地調査を実施

　広告が主たる放送でないため、特に
行わなかった。

＇平成22年度改正完了（

「村上市有料広告掲載要綱」の改正に
伴い、平成２３年度より担当課におい
て実施
＇平成２３年度ごみカレンダー広告掲載
料３３６，０００円、情報告知端末広告
収入　１３１，０００円（

「村上市有料広告掲載要綱」の改正に
伴い、平成２３年度より所管課におい
て検討することとした。
広告掲載に関し疑義が生じた場合、そ
の掲載の可否を審査するため、広告審
査委員会を設置することとなった。
＇政策推進課において、平成２４年度よ
り、市報むらかみお知らせ版への有料
広告を募集し、掲載することとしてい
る（

　「村上市有料広告掲載要綱」の改正
に伴い、平成２３年度より所管課にお
いて検討することとした。
　広告掲載に関し疑義が生じた場合、
その掲載の可否を審査するため、広告
審査委員会を設置することとなった。

２　歳入改革 ３　広告収入増の取り組み

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　歳入改革

広告媒体等の調査研究

減免取扱いの適正化の検
討

使用料・手数料の見直し
＇４年に１回（

２　財政改革

取組内容＇P（

取組内容＇P（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-4-1
H21
実施

B
・公有財産管理システムで管理するデータに、備品
等のデータはあるか。

備品は公有財産管理システムにデータ登録済み。 財政課

2-2-4-2
H21
策定

C
・公有財産管理システムで管理するデータに、備品
等のデータはあるか。

備品は公有財産管理システムにデータ登録済み。 財政課

2-2-4-3
H22
実施

B

売却可能な資産とは、どの程度まで分類しているの
でしょうか。＇不動産のほか事務機器や什器備品等、
十分に精査されていますか。（詳細が分かるように記
載願いたい。

売却可能資産としては①不動産②車両③その他備
品類＇近年売却したその他備品類としては消防ポン
プ（。車両については不用の決定がなされた後、速や
かに売却か廃棄を行っている。

財政課

2-2-4-4
H22
実施

B
売却不可能な土地とは、どのようなものでしょうか。
詳細が分かるように記載願いたい。

基本的に普通財産となっている土地については売却
不可能な物件はない。ただし町内会等で土地の一部
をごみ集積所等で借りている例もあり、売却にあたり
協議等が必要。

財政課

2-2-4-5
H22
選定

B
売却可能な資産リストは公表されていますか。詳細
が分かるように記載願いたい。

売却に必要な土地情報＇法令制限、供給処理施設状
況、個別特記事項（の収集作業中のため、資産リスト
の公表は実施していない。土地情報の収集が完了し
た物件については、現地に売地看板表示をおこなっ
ている。

財政課

2-2-4-6
H22
実施

C
「売却処分の実施」とありますが、その評価はどのよ
うな算定根拠をもとにしていますか。詳細が分かるよ
うに記載願いたい。

地価公示、都道府県地価調査、公共事業用地買収
事例、近傍固定資産税評価額等をもとに、売却対象
地の形状、地積等の個別要因を比準し、売却単価を
決定している。

財政課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-5-1
H21
実施

2-2-5-2
H21
実施

2-2-5-3
H21

検討・実施
B ※確認該当意見なし 農林水産課

売却処分の実施

売却処分地の選定

　新村上市としての新たな農業振興整
備計画の統合・見直し作業を実施し、
整備計画の策定を行う。

＇平成21年度完了（

＇平成21年度完了（

農業振興地域の見直し

都市計画マスタープラン策
定

都市計画区域の再編

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　財政改革 ２　歳入改革 ５　都市計画税の課税区域等の見直し

　物件情報の収集を実施した。
　物件調書の作成に着手した。

　不一致となった財産台帳データの調
査作業

　不一致となった財産台帳データの調
査作業

財産台帳の再整備

２　歳入改革 ４　遊休資産の処分

　売却可能地のリストを作成し、売却の
求め申請があったものについて売却を
行った。
　法定外公共物が用途廃止となった土
地については、速やかに売却を行っ
た。
　不用となった車両等はホームページ
により公告を行い売却を図った。
　物件情報等の把握と物件調書の作
成に着手した。

　物件情報の収集を実施した。
　物件調書の作成に着手した。

　財産台帳の緻密化の作業を実施して
いる。
　貸付や売却の申請があるものについ
ては貸付や売却を実施した。
　行政財産に所管換をおこない活用を
図った。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（取組内容＇P（

公有財産の取扱い方針・
基準の策定

取組内容＇P（

２　財政改革

遊休財産の有効活用の検
討

遊休資産の調査
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-2-5-4
H22

検討・実施
B

・合併に伴い各種事業・計画の見直しを行う場合は、
対象範囲も広域となることなどから、その事務手続き
などできる限り公表しながら進めることが、その後の
計画推進をスムーズに行う重要な要素になるのでは
ないか。説明会なども、開催日や時間の設定など、
関係者の立場に立った設定を考慮してほしい。

説明会の開催時間は、仕事を持っている方にも来て
もらえるように午後７時からとし、案内は広報配布に
併せてそれぞれの地区に全戸配布を行なった。村上
地区は範囲が広い為、開催日をずらして２会場で行
なった。なお地区の区長さんには説明会の情報提供
と計画内容の周知を図る為、事前説明会を各地区で
行なった。

都市整備課

2-2-5-5
H21

検討・実施
B

合併に伴い各種事業・計画の見直しを行う場合は、
対象範囲も広域となることなどから、その事務手続き
などできる限り公表しながら進めることが、その後の
計画推進をスムーズに行う重要な要素になるのでは
ないか。説明会なども、開催日や時間の設定など、
関係者の立場に立った設定を考慮してほしい。

説明会の開催時間は、仕事を持っている方にも来て
もらえるように午後７時からとし、案内は広報配布に
併せてそれぞれの地区に全戸配布を行なう。また村
上地区は範囲が広い為、開催日をずらして２会場で
行なう予定。なお地区の区長さんには説明会の情報
提供と計画内容の周知を図る為、事前説明会を各地
区で行なう予定。

都市整備課

2-2-5-6
H23
実施

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-3-1-1
H21
制定

B ＇なし（ 財政課

2-3-1-2
H21
実施

B
補助金の効果測定の基準づくりも併せて取り組むべ
きではないか。

　村上市補助金等交付基準において定期的な見直し
を規定しており、今年度にその見直しを行う際に一定
基準による効果測定は難しいものの、個々の補助金
についてはこれまで実施してきた効果についても検
証することとなる。

財政課

2-3-1-3
H21

見直し
D ※確認該当意見なし 財政課

2-3-1-4
H23

創設・実施
D

検証する制度の構築とはなにか。例えば５年おきに
負担金を見直す場合の検証方法といったことか。詳
細が分かるように記載願いたい。

　効果を検証していくことは、補助金等に限らず事務
事業の評価制度に取り組むこととなるので、市全体と
して評価制度を構築していくことが必要と考えてい
る。

財政課

２　歳入改革 ５　都市計画税の課税区域等の見直し

　用途地域の見直し業務委託を発注
し、関係機関との協議、土地利用調整
会議、議会説明等を行い計画案を作
成。村上地域については村上、瀬波、
岩船地区において説明会を実施。荒川
地域については、農業振興計画との調
整のため次年度継続案件とした。

２　財政改革

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　前年度におけるワーキング部会での
調査から具体的な取り組みに至らな
かった。

　前年度におけるワーキング部会での
調査から具体的な取り組みに至らな
かった。

　7月1日号市報に挟み込み、補助金交
付予定一覧を全戸配布。併せてホーム
ページにおいても公表した。
　なお、公表内容に前年度の予算額も
記載することで、当該年度との比較が
できるようにするとともに、「新規」や
「廃止」といった制度の取扱いが分かる
ような表記を行った。
　また、新たに前年度の補助金交付実
績を一覧表にまとめ、8月にホーム
ページで公表を行った。

　平成22年12月に制定した「補助金制
度新設＇改正（事務処理要領」により、
新たに制定するものや改正を行うもの
については所定の様式により行財政改
革推進本部会議に諮って方針を決定し
ている。

＇平成22年度検討完了（

 長期未着手都市計画道路の見直し業
務委託を発注し、関係機関との協議、
土地利用調整会議を行い計画案を作
成。村上地域については伝統的建造
物群保存地区調査との調整、又荒川
地域については、農業振興計画との調
整のため次年度継続案件とした。

３　歳出改革 １　補助金・負担金の見直し

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

個別の補助金交付要綱の
制定

都市計画税の課税区域等
の見直し

都市計画事業の見直し

用途地域の見直し

２　財政改革

取組内容＇P（

補助事業の内容、金額、効
果等の公表＇2-1-1-2と重
複（

負担金の見直し

検証する制度の構築
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-3-2-1
H21
実施

B
･委託業務全体の仕様書を定めるということか。
・業務執行状況の点検とは。
・詳細が分かるよう記載願いたい。

委託業務全体のものということではなく、同一業務単
位での統一化を図るものである。
執行状況の点検は、契約の方法についての確認を
行い、競争原理が働いているのか、不適正な理由に
よる１社随意契約等がないのか点検及び指導を行う
ものである。

財政課

2-3-2-2
H22

検討・実施
B

・具体的な委託業務の想定は。
・詳細が分かるよう記載願いたい。

経常的で継続的な委託業務について、単年契約から
長期継続契約へ移行することにより、経費の節減及
び事務の効率化を図るものである。
具体的には、学校のスクールバス、保育園児送迎バ
スの運行業務、給食調理業務、施設清掃業務等を想
定している。

財政課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-3-3-1
H21
調査

B

職員ポータルシステムなるものがあるのならば、同一
方面出張の場合の相乗りや出張人員削減など、その
活用により経費の削減が可能なものが見出せるは
ず。公用車の乗車濃度も検証すべき。＇ただし、これ
も職員の意識改革が必須（

ご意見のとおり、経費の節減に努めなければなりま
せんし、そのためには職員の意識改革が必要と考え
ます。今後は、総務課で行っている公用車の稼働率
調査をもとに、本庁と支所の台数バランスをとりなが
ら、段階的に台数を減らしていきたい。

財政課

2-3-3-2
H22

検討・実施
B

職員ポータルシステムなるものがあるのならば、同一
方面出張の場合の相乗りや出張人員削減など、その
活用により経費の削減が可能なものが見出せるは
ず。公用車の乗車濃度も検証すべき。＇ただし、これ
も職員の意識改革が必須（

ご意見のとおり、経費の節減に努めなければなりま
せんし、そのためには職員の意識改革が必要と考え
ます。今後は、総務課で行っている公用車の稼働率
調査をもとに、本庁と支所の台数バランスをとりなが
ら、段階的に台数を減らしていきたい。

財政課

2-3-3-3
H21
調査

B

パソコンの必要台数を積算する上で、端末となるマシ
ンを法的に別々にする必要があるシステムは尐ない
はず。まず最初に、トータルシステムとして成立・導入
できるかどうかを、市として独自に検証するのが先で
はないか。臨時職員全員がマシンを保持すべきなの
かも検証する必要があるし、マシンのスペックも全て
の職員が高機能でなくとも業務遂行は可能であるは
ず。

市では、主に市民の個人情報を取り扱う「基幹系」と
インターネットやＥメールの利用を含め一般事務に使
用する「情報系」の2種類のネットワークを運用してい
ます。2つのネットワークは、法的に別々にする必要
はありませんが、個人情報の流出は万が一にもあっ
てはならないことですので、それぞれのネットワーク
に接続する端末を明確に分けています。
臨時職員については、全員が端末を保持しているわ
けではありません。所属課からの要請に基づき臨時
職員に端末を配置していますが、そのほとんどは事
務系の臨時職員です。
職員が使用する端末のスペックは特に高機能のもの
を使用しているわけではなく、業務上必要十分なス
ペックとしています。

政策推進課

2-3-3-4
H22

検討・実施

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　財政改革 ３　歳出改革 ３　使用料・賃借料の見直し

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

「経費の節減・業務の効率
化」の検討・実施

取組内容＇P（

「業務仕様書・業務執行状
況」の点検

＇平成21年度で終了（

　見積もりによる積算については、1社
からの見積もりによらず複数社から見
積もりを徴し、積算することとするよう
指導している。仕様書の内容について
は、随時確認したうえで、疑義のある
案件に対しては、聞き取り及び指導を
行い、公平性及び競争性の確保に努
めた。
　また、業務執行状況においては、随
時契約方法等について確認を行ってい
るところではあるが、今年度末に契約
の手引きを作成し、契約方法等につい
て職員への周知を図ったところである。

　パソコンの増設＇80台（を行うとともに
必要台数を取りまとめ次年度の更新台
数を決定した。

　公用車の稼働率は総じて高く、メンテ
ナンス等や経費の平準化についても考
慮した。また、車両購入に対しての特
定財源＇補助金（は皆無である状況か
ら、一部特殊車両を除いては車両リー
スを基本として予算査定にあたった。

　公用車の稼働率＇時間帯、時間等（
調査は総務課で継続して実施してい
る。その調査内容をもとに公用車リー
ス料について当初予算査定を行った。

　スクールバス及び保育園園児送迎バ
ス運行業務を長期継続契約に移行し
経費の節減・業務の効率化を図った。

３　歳出改革 ２　委託料の見直し

公用車リースと購入経費
の比較検討・実施

公用車必要台数の調査

パソコンリースと購入経費
の比較検討・実施

パソコン必要台数等の調
査

２　財政改革
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-3-4-1
H22
実施

B ＇なし（ 水道局

2-3-4-2
H21

検討・実施

3.0%
＇委託料縮

減（
2.0% C ＇なし（ 水道局

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

2-3-5-1
H21

創設・実施
B ※確認該当意見なし 商工観光課

2-3-5-2
H22

創設・実施

2-3-5-3
H23
実施

B ※確認該当意見なし 自治振興課

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　財政改革 ３　歳出改革 ５　新たな補助金制度の創設

・平成22年度に本庁で集約し、又は一
括して行うこととし平成23年度契約した
委託、工事請負、物品納入の契約全
件について、各支所担当者と検証を行
い、平成24年度ついても継続していくこ
ととした。
・料金に関する業務の包括委託につい
ては、全国的に同業務に受託実績を
有する1事業者から説明を求め、研究
を行い、実情把握に努めた。

・村上地区浄水場については、平成２５
年度まで長期継続包括業務委託契約
を実施している。
・山北地区の施設の管理の状況を検
証し、管理業務委託について一般競争
入札と長期継続契約の実施について
検討した。
・他地区の施設については、荒川地
区、神林地区について管理業務委託
が可能か検討した。

効率的な業務委託の検
討・実施

　組織の設立及び交付金の適正な活
用を図るため、担当職員向けに「市民
協働のまちづくり推進ガイドライン」を
策定し、各地域で「地域まちづくり計
画」の策定び「地域まちづくり組織」の
設立に向け取り組みを進めた。

＇平成23年度実施完了（

・産業見本市等出展事業費補助金5件
447千円
・産業元気づくり事業補助金1件60千
円
・商店街賑わい創出支援事業1件300
千円
・産業人材育成支援事業1件20千円
＇村上2企業2人（
・観光イベント事業補助金3件1,380千
円

３　歳出改革 ４　公営企業の民間委託の検討２　財政改革

取組内容＇P（

取組内容＇P（

村上浄水場の包括した民
間委託の検討・実施

地域コミュニティ活動助成
金制度の創設

地域づくり支援補助制度の
創設

産業等活性化支援補助制
度の創設
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

3-1-1-1
H21
実施

B

・最低限窓口で市民に接する機会のある職員には外
部研修を受講する必要があるのではないか。
・急激に職員数が減尐していく中、その意識改革と職
員の能力向上の対策は急ぐべき課題ではないか。接
遇アンケートについては、実施している期間中の周
知も、精度向上に寄与するのではないか。

・対象職員数が多数であることや、将来的な継続性
を考慮し、外部講師を招いた研修会を若手職員中心
に実施する。
・「接遇」に関する職員意識の向上と情報の共有化を
進め、全体の能力向上に努めていく。

総務課

3-1-1-2
H22
実施

B

・急激に職員数が減尐していく中、その意識改革と職
員の能力向上の対策は急ぐべき課題ではないか。接
遇アンケートについては、実施している期間中の周
知も、精度向上に寄与するのではないか。

・職員の能力向上と意識の高揚を図るためには階層
別研修の受講は有効であり重要と捉えていることか
ら、引き続き継続していく。

総務課

3-1-1-3
H22
結論

C

・最低限窓口で市民に接する機会のある職員には外
部研修を受講する必要があるのではないか。
・急激に職員数が減尐していく中、その意識改革と職
員の能力向上の対策は急ぐべき課題ではないか。接
遇アンケートについては、実施している期間中の周
知も、精度向上に寄与するのではないか。

・将来性を勘案して、若手職員を対象とした外部研修
の実施を検討したい。

総務課

3-1-1-4
H22
実施

D

・急激に職員数が減尐していく中、その意識改革と職
員の能力向上の対策は急ぐべき課題ではないか。接
遇アンケートについては、実施している期間中の周
知も、精度向上に寄与するのではないか。

・接遇のみならず業務全般にわたる自己評価を試行
中の人事考課制度の中で取り入れているので、有効
に活用できるよう努める。

総務課

3-1-1-5
H23
実施

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

3-1-2-1
H23
実施

B

取り組みの内容については大いに評価できると思う。
今後は、各種手数料などの納付書の発行から収納ま
でを、一度の訪庁で完結できるよう決裁システムから
再度細部を検討してほしい。横断的な業務のワンス
トップから単一業務内のワークフロー短縮もワンス
トップサービスのひとつと考えられるのではないか。

　支所では、組織再編とローカウンターの設置に合わ
せワンストップサービスを一部導入し、戸籍・住民票・
簡易な税務証明を同じ窓口で交付した。
　本庁ではワンストップサービスに必要なスペース確
保が困難なため、職員が書類を持ってお客様を案内
して次の担当者に引き継ぐ方法を実行した。お客様
を案内することにより、待たされ感もなく人の流れが
でき業務もスムーズに進行した。
　また毎月職員研修を実施し接遇のレベル向上に努
めた。

市民課

3-1-2-2
H21
実施

3-1-2-3
H21
実施

3-1-2-4
H21
実施

３　行政サービス改革 １　窓口改革 １　接遇マナーの向上

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

＇平成22年度完了（

＇平成21年度実施完了（

＇平成23年度完了（

　支所では、組織再編とローカウンター
の設置に合わせワンストップサービス
を一部導入し、戸籍・住民票・簡易な税
務証明を同じ窓口で交付した。
　本庁ではスペース確保が困難なた
め、職員が書類を持ってお客様を案内
して次の担当者に引き継ぐ方法を実行
した。
　また毎月職員研修を実施し接遇のレ
ベル向上に努めた。

＇平成22年度に実施済（

１　窓口改革 ２　窓口の総合化

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　特になし

　内部検討の実施

　予定どおり研修受講させた。

　平成24年度において接遇研修を実施
するよう、予算化を行った

ローカウンターの設置

窓口表示板の設置

総合案内の設置＇本庁（

「ワンストップサービス」の
実現

接遇に対しての市民アン
ケートの実施

役職に忚じた職員研修の
実施

「接遇マニュアル」の作成

３　行政サービス改革

取組内容＇P（

接遇に対しての職員の自
己評価の実施

民間企業等、外部研修制
度の検討
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

3-1-3-1
H21

実施・検討
B

・支所の延長窓口の利用について、実施の曜日設定
の検討はしているのか。
・詳細が分かるよう記載願いたい。

　平成２３年度の実績は、本庁1,152件＇946人（、荒川
支所145件＇98人（、神林支所78件＇77人（、朝日支所
106件＇97人（、山北支所87件＇52人（であった。この
実績を踏まえて担当課長会議を開催し、必要性、問
題点、今後の方向性を検討した。支所の利用人数は
尐ないが、窓口を開けることにより市民が安心感をも
つ効果は無視できない。曜日の設定については、合
併時に変更して混乱し、ようやく定着したことを考える
と、今の時点での見直しは難しいと考える。

市民課

3-1-3-2
H23
実施

C
自動交付機の設置を検討するに当たって、情報機器
の操作ができないもしくは苦手な人の対忚策はどの
ように検討されたのか。

　コンビニでの証明書交付等はあくまでも通常の窓口
の補完であり、日中仕事で来庁できない人の利便性
向上のためである。情報フェアで機器を操作してみる
と一般向けに簡単な操作になっていた。本庁支所の
担当課長会議で、将来の本市の時間外サービスの
窓口は、コンビニでの証明書発行に向かうのか、ある
いは職員が直接対忚する延長窓口の充実に向かう
のかの検討を始めた。果たして市民のニーズはどこ
にあるのか、意見は分かれるところであるが、拙速な
判断はできないので、他市町村の動向や国の政策等
も見極めながら決めなければならないが、財政面か
ら数年以内の導入は難しいと考えられる。

市民課

3-1-3-3
H23
実施

C ・自動振替の推進との整合性は十分か。

自動振替＇口座振替（は、納期限内収納の確保と納
税者の納付利便性が図られる効果がある。コンビニ
収納も同じ効果が図られ、納税者にとっては納付方
法の選択肢が拡大＇直接納付・口座振替・コンビニ収
納（される。

税務課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

3-2-1-1
H21
検討

C

・かんたん申請、申込システムの導入に際し、その必
要性や緊急性・汎用性など十分に評価、検証された
のか。ＡＳＰによるシステムを導入するという記述が
あるが、セキュリティに十分配慮された計画なのか。
このシステムを導入するにあたり専用端末を導入す
るというのであれば、全体の情報政策との整合性は
十分か。

「かんたん申請・申込システム」は、電子証明書の必
要がない簡易申請システムです。導入にあたって
は、地方公共団体での導入実績を勘案し、安定稼働
の実績があるこのシステムを選定しました。
このシステムは、ASPにより利用するシステムです
が、回線としてＬＧＷＡＮ＇地方自治体用の専用ネット
ワーク（を利用するシステムであり、セキュリティに十
分配慮されたシステムです。
また、導入にあたって専用端末等を必要としませんで
した。。

政策推進課

3-2-1-2
H21
検討

D

・かんたん申請、申込システムの導入に際し、その必
要性や緊急性・汎用性など十分に評価、検証された
のか。ＡＳＰによるシステムを導入するという記述が
あるが、セキュリティに十分配慮された計画なのか。
このシステムを導入するにあたり専用端末を導入す
るというのであれば、全体の情報政策との整合性は
十分か。

上記に同じ 政策推進課

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

施設予約システムの導入
　施設からの導入要望も特になく、調
査も行っていない。

　平成２３年度の実績は、本庁1,152件
＇946人（、荒川支所145件＇98人（、神
林支所78件＇77人（、朝日支所106件
＇97人（、山北支所87件＇52人（であっ
た。この実績を踏まえて担当課長会議
を開催し、必要性、問題点、今後の方
向性を検討した。支所の利用人数は尐
ないが、窓口を開けることにより市民が
安心感をもつ効果は無視できない。曜
日の変更は合併時に変更して混乱し
たことを考えると、市民に受け入れても
らうことは困難であろう。諸事継続して
検討する必要がある。

　「かんたん申請、申込システム」を運
用している。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　電子自治体化改革 １　行政情報の電子化、総合的利用の推進

　費用対効果、収納率への成果等不
透明なこともあり、次回システム更新
時再検討することとなった。

　本庁支所の担当課長会議で、将来の
本市の窓口は、コンビニでの証明書発
行に向かうのか、あるいは職員が直接
対忚する窓口の充実に向かうのかの
検討を始めた。果たして市民のニーズ
はどこにあるのか、意見は分かれると
ころであるが、拙速な判断はできない
ので、他市町村の動向や国の政策等
も見極めながら決めなければならない
が、財政面から数年以内の導入は難し
いと考えられるとの結論となった。

１　窓口改革 ３　窓口サービスの充実

電子申請システムの導入

市税等のコンビニ収納

住民票、各種税証明等自
動交付機の設置

３　行政サービス改革

延長窓口等の充実・検証

取組内容＇P（

３　行政サービス改革
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

3-2-1-3
H22
実施

3-2-1-4
H21
検討

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

3-2-2-1
H21
実施

B

・携帯電話用のコンテンツは利用者側として、通常の
Ｗｅｂサイトよりも即時性・同時性が強く求めれらるの
ではないか。＇本日の急患受け入れ施設とか、本日
の会場別イベント開催一覧など（更新のルーチン
ワークを再度検討する段階ではないか。

パソコンと携帯電話とで、同時に、同様な情報が公開
されるようなしくみを検討する。

政策推進課

3-2-2-2
H21
実施

15,000人
＇H23.4.1加

入者（
10,897人 C

・情報の取捨選択権を利用者側へ渡す必要性は無
いか＇ヘッダーとテキストリンクのみを当初配信など（

防災情報に限定しない情報発信の仕組みと合わせ
て、平成24年度以降ホームページ担当課＇政策推進
課（において検討することとした。

総務課

3-2-2-3
H22
実施

B

・「携帯電話」というひとつのハードウエアにこだわら
ず、ソフトウエアによる配信を軸に展開すればハード
ウエア利用者がそれぞれの持つハードウエアに合致
したコンテンツを利用する展開となるのではないか。

防災情報に限定しない情報発信の仕組みを、平成24
年度以降ホームページ担当課＇政策推進課（におい
て検討することとした。

総務課

3-2-2-4
H23
実施

A ＇なし（ 商工観光課

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　行政サービス改革 ２　電子自治体化改革 １　行政情報の電子化、総合的利用の推進

３　行政サービス改革 ２　電子自治体化改革

　市報＇毎号（での周知及び、防災講座
等での周知を図った。

・毎月1回は編集会議を開き、ＰＤＣＡ
サイクルにより、より多くアクセスしても
らえるＨＰづくりに取り組んでいる。
・スマートフォンで利用できる拡張現実
＇ＡＲ（の技術を使った、ＡＲアプリ「村上
旅なび」の配信を実施。ホームページ
＇村上市観光協会（と連動しているＡＲ
アプリは県内初。
・写真技術の向上を図るため、プロカメ
ラマンによる写真講習会を行った。

　ホームページの新着情報及びイベン
ト情報を公開し、随時更新している。
　路線バス・まちなか循環バスや空き
家バンクのコンテンツを開設した。

＇3-3-2-1に記載（

＇3-3-2-1に記載（

２　利用しやすい情報通信技術の環境整備

　災害・避難準備情報等特に緊急性の
高い情報を各携帯電話キャリアから直
接配信する緊急速報＇通称：エリアメー
ル（の導入に向け、NTTドコモと協議を
行い、平成24年度に登録、運用開始す
ることとした。なお、auとソフトバンクに
ついても平成24年度に登録、運用を開
始する。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

観光案内情報システムの
構築

携帯電話を活用した新た
な情報発信

「むらかみ情報ねっと」の
更なる周知・普及

携帯電話用の市ホーム
ページの充実

取組内容＇P（

文書管理システムの導入

財務会計システムの電子
決裁の導入
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

①B ＇なし（ 下水道課

②B ＇なし（
山北地域振興

課

3-3-1-2
H22
実施

B ＇なし（ 財政課

3-3-1-3
H22
実施

C ＇なし（ 財政課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

3-3-2-1
H22
実施

C

・電子決裁にあたり、財務会計については監査資料
の整理基準はどう規定されたのか。
・レスペーパーへの取り組みは。
・詳細が分かるように記載願いたい。

電子決裁にあたり監査上の基準等の変更はない。
例月出納検査の一環として毎月支出命令書の検査
を行っているが紙と同様に画面上で添付書類も見ら
れることから検査の内容に変化はない。
添付書類の中身については、電子決裁導入に伴い
一部に内訳書を担当課で保存する等の変更はあっ
た。
現在、月間約5千件の支出命令があるので、電子決
裁によってかなりペーパーレス化されているのではな
いかと推測される。＇監査委員事務局回答（

政策推進課

3-3-2-2
H21
実施

D

・「受け入れない理由の検証を行わなかったことが主
な原因と考える。」という意味が分からない。
・詳細が分からないので、受け入れ対象となっている
業務の一覧などを示していただきたい。

・受け入れない理由について各課に照会するととも
に、住民の利便性の向上の観点から、その理由が妥
当なものなのか等について議論し検証すべきであっ
た。
・新潟県から市町村に示される事務移譲メニューは
別紙のとおり。

政策推進課

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　行政サービス改革 ３　事務事業改革 ２　事務手続きの短縮化

①【下水道課】
　課内の組織改革に対する対忚は、特
に整理、合理化した事務事業はなかっ
たが、支所との事務事業については、
検討・調整を行った。

　第１次、２次一括法の成立により、県
からの事務・権限移譲がなされ、また
条例の制定・改正義務が課せられるこ
ととなったため、法定移譲事務のス
ムーズな受入れ、条例の適切な制定・
改正のための情報提供等を優先し、任
意移譲事務についての各課への受入
照会は行わなかった。

　財務会計システムの電子決裁を6月
21日から運用開始し、安定運用に努め
た。

　行政評価制度構築に向けた取り組み
として、「職員研修」を事例として行政
改革推進委員会で外部評価の模擬実
施を行った。

３　行政サービス改革 ３　事務事業改革 １　事務事業の見直し

　平成22年度の行政改革推進委員会
からの意見で、評価に至るまでの経緯
が分かる形式で進捗管理表を定め、行
政内部での評価を行った後、行政改革
推進委員会へ意見を諮問し、答申を得
た。

取組内容＇P（

3-3-1-1
事務事業の整理・統合実
施

H21
実施

②【山北支所　地域振興課】
　従前より実施していた次の地域自治
活動経費の事業費補助及び負担金
を、市民協働のまちづくり推進事業へ
移行する方向で整理・統合することを
検討した。
　・魅力ある集落づくり事業補助
　・人材育成の主催事業補助並びに支
援事業補助
　・楽習会の開催
　・さんぽく塾活動事業共済負担金

電子決裁の導入
　＇財務会計、文書管理、
ほか（

村上市総合計画実施計画
の評価・検証制度の創設

行政改革大綱実施計画の
進捗管理

国県の権限移譲の受け入
れ促進
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

①B ＇なし（ 環境課

②B ※確認該当意見なし 介護高齢課

③B ＇なし（ 生涯学習課

①B ＇なし（ 環境課

②B ＇なし（ 生涯学習課

１　施設利用活性化改
革

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

②【生涯学習課】
・指定管理施設である郷土資料館・若
林家住宅・三之丸記念館・村上歴史文
化館でアンケートを実施している。
・郷土資料館では、22年度から引き続
きアンケート設置箇所で戦国武将アン
ケートを実施＇好きな武将に１票を投じ
てもらう。結果をホームページで公開（
したほか、関係する職員へのアンケー
トの実施により施設管理上の改善点な
どを上げてもらっている。
・市直営の縄文の里・朝日では、22年
度末からアンケート回収場所を２箇所
に増やしたが23年度にその成果は現
れていない。
・ただし縄文の里・朝日では、紙のアン
ケート回答は尐ないものの来館者との
直接会話により意見・要望・提案を聞く
ようにした。またイベント時等の支援市
民スタッフ・支援職員にも運営方法等
のアンケートを実施し、次回の事業に
反映させた。

①【環境課】
　引き続き実施した。

１　利用者の視点に立った有効活用

①【環境課】
　引き続き実施した。

４　施設改革

②【介護高齢課】
　　アンケート結果について、老人いこ
いの家寿山荘にも掲示し、所管課の回
答をＱ＆Ａのようにして掲示した。施設
改修についての意見が多いが、予算
的な面で実施できない点についても理
解を求めた。

4-1-1-2
アンケート調査の実施
※継続して実施

H21
実施

③【生涯学習課】
　村上地区においては、各施設＇村上
体育館、山辺里体育館、上海府体育
館、市勤労青尐年ホーム、岩船連絡
所（にアンケート箱を設置した。
　また、H23年度から指定管理を開始し
た神林地区においても、神林総合体育
館内にアンケート回収箱を設置して利
用者から意見要望等の把握に努めて
いる。

4-1-1-1
利用者へのアンケート調査
内容と備え付け場所の検
討、回収箱の設置

H21
設置・検討

取組内容＇P（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

①A
＇なし（ 介護高齢課

②B ＇なし（ 生涯学習課

4-1-1-4
H22
実施

B ※確認該当意見なし 介護高齢課

4-1-1-5
H22

検討・実施
D

なぜ、具体的取り組みがなかったのか。内容が全く
分からない。

　アンケートによる利用者からの意見や要望を改善、
有効活用へとつなげる取り組みは行われてきている
ものの、懇談会等による直接の意見集約まで至らな
かった。

財政課

４　施設改革
１　施設利用活性化改
革

１　利用者の視点に立った有効活用

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

②【生涯学習課】
・郷土資料館では、館内アンケート及
び個別の自主事業ごとに来館者・利用
者にアンケートを実施し、次回の事業
の内容等運営に反映させているほか、
関係する職員へのアンケートも実施し
ている。
・縄文の里・朝日については、22年度
からアンケート回収箱を2か所に増やし
たが23年度は来館者からのアンケート
が極端に尐なかった。イベント開催時
の忚援職員及び外部忚援スタッフへの
アンケートを実施した。これら回答に基
づき24年度事業を計画した。

　入所者との面接は継続して実施中。
　①職員スキルアップについては、毎
月、テーマと担当者＇施設職員（を決
め、職員研修を行った。研修内容は、
食事、病気、メンタルヘルス、施設管
理、介護など多岐にわたった。
　②高齢福祉施設＇あかまつ荘、寿山
荘など（の中心利用者である老人クラ
ブに意見を聴取したところ、あかまつ荘
の物置扉の改修と寿山荘の空調設備
追加であり、施設改修が主であった。

①【介護高齢課】
　アンケートの内容について、施設の
新築や改修、設備の設置などに関する
ものがほとんどだった｡施設は更新す
ることができないが、入浴湯温をこまめ
にチェックしたり、カラオケ機器の操作
に職員ができる限りお手伝いするな
ど、できる限り運営努力した。あかまつ
荘では、鉄道模型クラブの方に模型走
行を公開するなどの新企画も行い、子
どもからお年寄りまで楽しんでいただ
ける催しなどもした。

4-1-1-3
アンケート調査結果により
有効活用の検討・実施

H22
検討・実施

施設利用に関係する団体
等との懇談会
の実施　※継続して実施

　具体的取組事例なし
懇談会等での意見集約に
よる有効活用の検討・実施
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

※確認該当意見なし 学校教育課

②B
・空きスペースの活用法を公開し使用法などを募集し
てみてはどうか。

募集にむけては、活用法・利用条件の整備・統一を
図りながら、市全体として検討すべき事項と思われま
す。＇外部団体・民間団体の利用に当たっては、特に
土日、夜間等の閉庁時間帯の庁舎セキュリティの確
保の観点から、大規模な出入口の構造変更等が必
要となり、比較的大きな財政措置を伴うため。（

荒川地域振興課

③B
・空きスペースの活用法を公開し使用法などを募集し
てみてはどうか。

募集するためには、活用法・利用条件の整備・統一
を図る必要があると思います。そのためには改装等
に伴う財政措置・外部団体等の利用も想定するので
あれば事務室のセキュリティ対策をどうするのか等
考えなければなりません。このことから一つの支所だ
けでなく市全体として検討すべき事項と思われます。

神林地域振興課

①D
・空きスペースの活用法を公開し使用法などを募集し
てみてはどうか。

旧山辺里小・旧門前谷小の利用については、平成23
年度中は諸事情により利用希望の取りまとめしかで
きなかったが、その後の協議により本年度途中から
来年度初めにかけて生涯学習課に所管を移し、社会
体育施設や文化財の保管施設等として再利用する
予定となった。

学校教育課

②B
・前例にこだわらず、有効活用できる方法を積極的に
考えるべき。
・場合によっては壁を設置する方法なども検討してみ
てはいかがだろう。

既に、空きスペースとして確認できた箇所から順次、
他団体等の利活用を図っている。
　また、外部団体・民間団体の利用に当たっては、特
に土日、夜間等の閉庁時間帯の庁舎セキュリティの
確保の観点から、大規模な出入口の構造変更等が
必要となるため、やはり、全市的な統一した取組みが
必要と思われます。

荒川地域振興課

③B ・前例にこだわらず、有効活用できる方法を積極的に
考えるべき。

　旧議場は会議会場等の公用での利用、区長会から
の使用要望に対忚しました。
　また、旧正副議長室は平成２４年度の村上市無料
弁護士相談室、開室に向けた取り組みを図るほか、
旧村長室では人事考課制度の職員面談で利用を図
りました。
　なお、募集による外部団体等の利用を考えるので
あれば事務室のセキュリティ対策や改装による財政
措置等を考慮する必要があると思います。

神林地域振興課

④C

・前例にこだわらず、有効活用できる方法を積極的に
考えるべき。
・場合によっては壁を設置する方法なども検討してみ
てはいかがだろう。

　商工会への貸付は、壁の設置など新たな工事や警
備保障など閉庁時の庁舎管理についてクリアーしな
ければならない課題が多い。
　同様の施設の取り扱いについては、市内統一した
取り組みが必要になると思います。

朝日地域振興課

①【学校教育課】
　諸事情により検討委員会の立ち上げ
ができなくなり、教育委員会独自の検
討となる。
　教育総務室で利用希望に関する取り
まとめを実施した。また、外部団体から
の利用も複数寄せられているとのこと
である。

4-1-2-2
支所・学校の空きスペース
有効利用の検討

H21
検討

④　【朝日支所　地域振興課】
　Ｈ22と取り組みは同じで、商工会へ
の回答は保留となっている。
　選挙の期日前投票所を庁舎内の「男
子休憩室」からここにＨ23変更した。ま
た、通常時は会議室としても利用でき
るようにした。
　例えば商工会へ貸すことになった場
合でも、それまでの間は期日前投票所
や会議室として利用する予定である。

②【荒川支所　地域振興課】
　「旧保健室」の利用については、平成
２３年度から地域公共交通推進協議会
の荒川地域公共交通のオペレーター
室として使用された。

4-1-2-1
支所・学校の空きスペース
の確認

H21
検討

４　施設改革
１　施設利用活性化改
革

２　支所・学校の空きスペースの有効活用

③【神林支所　地域振興課】
　旧議場は公的外部団体の会議会場
および講堂としての使用要望に対忚す
ることとした。
　また、旧正副議長室は村上市無料弁
護士相談室としての使用要望に忚える
こととした。旧議員控室は会議利用者
の休憩室として利用した。旧村長室は
職員面談の使用要望に対忚することと
した。

取組内容＇P（

①【学校教育課】
　＇4-1-2-2（に記載

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

②【荒川支所　地域振興課】
　　２階事務フロアの一部について、長
期的に利用できる場所であることを確
認した。

③【神林支所　地域振興課】
　旧議場・旧議員控室・正副議長室が
空きスペースであり、長期的に空きス
ペースとなるかを確認した。
　また、旧村長室の空きスペースも確
認した。
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

4-1-2-3
H22
実施

B ※確認該当意見なし 神林地域振興課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

4-2-1-1
Ｈ21

検討・実施

①B ＇H23取り組み新規（ 福祉課

②B ＇H23取り組み新規（ 生涯学習課

①D ＇なし（ 福祉課

②B ＇なし（ 農林水産課

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

①【福祉課】
　荒川地区について、神林地区と同
様、平成２６年度の導入を目指すことと
し、関係者への説明を行った。
　神林地区では、要望等を把握するた
め、各集落に対しアンケートを行った。

２　施設管理改革 １　指定管理者制度の活用

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

＇なし（

　旧議場は会議会場等の公用での利
用、区長会からの使用要望に対忚し
た。
　また、旧正副議長室は平成２４年度
の村上市無料弁護士相談室、開室に
向けた取り組みを図るほか、旧村長室
では人事考課制度の職員面談で利用
を図った。

①【福祉課】
　平成24年4月1日開始の障害者自立
支援法に基づく施設運営形態移行に
向けて、関係機関との調整を図ると同
時に、指定管理者制度導入(限定（に
向けての段階的基礎作りの調整を行っ
た。
　また精神障害者の社会復帰・社会参
加のため、作業や福祉サービス提供
の他、住みやすい環境づくりのため、
地域に向けた交流事業を開催した。

4-2-1-2

4-2-1-3

外郭団体等を指定するも
の
【学童保育所等福祉関係、
スポーツ・文化施設】

４　施設改革
１　施設利用活性化改
革

２　支所・学校の空きスペースの有効活用

公募により選定するもの
【駐車場、ごみ・し尿処理
場】

取組内容＇P（

４　施設改革

②【農林水産課】
　平成24年度からの指定管理更新に
あたり、門前せせらぎ公園については
前年度下水道の接続により浄化槽維
持管理費との差額による減額を行っ
た。また、海府ふれあい広場は平成24
年度に下水道接続を予定しており、そ
の際に料金の見直しを行う。

地域密着型で地区限定す
るもの
【児童遊園地、農村公園
等】

H21
検討・実施

②【生涯学習課】
　村上地区の体育施設の管理運営を
「ウェルネスむらかみ」に限定して指定
している。
　さらに、H23年度からは神林地区の
体育施設の管理運営を「希楽々」に限
定して指定を行った。

H21
検討・実施

支所・学校の空きスペース
施設利用開始
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

①B ＇なし（ 環境課

②B ＇なし（ 商工観光課

4-2-1-5 -
245施設
(H24.4.1)

142施設 C ※確認該当意見なし 財政課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

4-2-2-1
H21

見直し

①B ＇なし（ 介護高齢課

②B ＇なし（ 下水道課

4-2-2-3
H23
実施

D ※確認該当意見なし 財政課

4-2-2-2

２　公園施設の一体的管理の推進

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（取組内容＇P（

4-2-1-4

アウトソーシングの拡充・
実施

H21
検討・実施

②【商工観光課】
【みどりの里】
・仕様書等を作成し、条件を付して指
定管理者の公募を実施した。
・選定委員会を経て、議会の議決を受
けた。
・４月１日からの指定管理に向けて、事
務の引継ぎを行った。
【あらかわゴルフ場】
　Ｈ23.4.1付で条件付き公募により施設
の管理、運営を指定管理者「あらかわ
ゴルフ場運営グループ」に移行した。
　従業員研修の開催を始め、ゴルフ
コースの整備充実、クラブハウス及び
のレストランメニューの充実、自主事業
の企画、実施、シニア、女性を主にした
サービスの充実、地域との連携を図っ
た。また、目標利用者数１１，０００人と
設定して、１年間取り組んだ。

②【下水道課】
　維持管理の一部業務について、本庁
取扱いとするため発注単位や内容の
検討を行った。

H23
実施

①【環境課】
　荒川火葬場「普照園」で実施した。
＇条件付き公募とはしなかった。（

　公募：11施設＇荒川火葬場・老人いこ
いの家・朝日みどりの里関連施設（
　限定：67施設＇集落センター・デイ
サービスセンター・高齢者福祉施設・産
業関連施設・村上地区体育施設（
　※新規指定管理者導入施設は15施
設＇公募によるもの：10施設、限定指定
によるもの：5施設（

　昨年度の組織再編による体制の見
直しは行わなかった。

２　施設管理改革

２　施設管理改革 １　指定管理者制度の活用

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

４　施設改革

①【介護高齢課】
　平成23年中に新たに5施設＇あかまつ
荘、寿山荘、荒川いこいの家、コミュニ
ティデイホーム、神林いこいの家（につ
いて、指定管理への移行を検討し、
H24年度から指定管理による運営を
行っている。

＇平成22年度完了（

４　施設改革

地元企業等の条件付公募
で選定するもの
【火葬場、朝日みどりの
里、ゴルフ場】

取組内容＇P（

指定管理者制度導入の数
値目標

一元管理できる体制の見
直し・実施

公園施設業務委託の内
容、範囲の見直し
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

4-3-1-1
H21
検討

C ※確認該当意見なし 福祉課

4-3-1-2
H23
工事

B ※確認該当意見なし 福祉課

4-3-1-3
H23

用地取得
C ※確認該当意見なし 福祉課

4-3-1-4
H21
検討

C ※確認該当意見なし 福祉課

4-3-1-5
H21
検討

C ※確認該当意見なし 福祉課

4-3-1-6 -
18園

(H24.4.1)
20園

(H24.4.1)
※確認該当意見なし 福祉課

　本取組内容に対する計画を大幅に見
直し、平成24年10月頃を目途に策定す
る『保育園等施設整備計画』に登載す
ることとし、その計画策定の大前提とな
る保育園の現状把握と保育ニーズの
集約を図る。

３　施設統廃合等改革 １　保育園の統廃合と公設民営化の導入

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　本取組内容に対する計画を大幅に見
直し、平成24年10月頃を目途に策定す
る『保育園等施設整備計画』に登載す
ることとし、その計画策定の大前提とな
る保育園の現状把握と保育ニーズの
集約を図る。

＇4-3-1-1に記載（

　平成24年10月頃を目途に『保育園等
施設整備計画』を策定すべく、計画策
定の大前提となる保育園の現状把握
と保育ニーズの集約を図る。

　平成23年6月30日に＇仮称（荒川統合
保育園建設検討委員会を立ち上げ、4
回に渡り会議を開催し、荒川地区の子
育て支援施設にふさわしい統合保育
園を建設するために必要な協議を行
い、8月11日実施設計に反映するため
の提言をいただいた。　8月21日＇仮
称（荒川統合保育園建設設計業務プロ
ポーザル審査委員会を立ち上げ、検討
委員会からの提言に基づき、10月21日
開催の第3回審査委員会において公開
プレゼンテーションによる実施設計業
者の選定を行い、実施設計業務に着
手した。＇実施設計業務の期間は11月
から翌年度5月までの2カ年の事業（

　本取組内容に対する計画を大幅に見
直し、平成24年10月頃を目途に策定す
る『保育園等施設整備計画』に登載す
ることとし、その計画策定の大前提とな
る保育園の現状把握と保育ニーズの
集約を図る。

荒川地区３保育園の統合・
新設

統廃合による保育園数の
数値目標

朝日地区５保育園の集約
の検討

４　施設改革

取組内容＇P（

保育園の年度別統廃合の
検討

市中心部の３保育園の集
約の検討

上海府保育園の瀬波保育
園への統廃合
の検討、用地取得
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

①B ＇なし（ 朝日地域振興課

②C ＇なし（ 山北地域振興課

①C ＇なし（ 財政課

②C ＇なし（ 山北地域振興課

4-3-2-2
集落集会施設の移譲の実
施

H24
実施

H21
検討

②【山北支所　地域振興課】
　集落集会施設検討ワーキング部会で
の移譲に係る諸手続の確認と、資料収
集と調査などを行った山北地区の移譲
に関する検討をもとに、処分制限期限
が到来した施設でかつ地縁団体を設
立している集落に、施設移譲に関する
説明会を行い、承諾を得た集落につい
ては、24年３月市議会定例会後の所有
権移転登記＇４月（に向けての各種業
務＇行政財産用途廃止、財産引継ぎ、
市有財産譲与契約（を遂行した。

①【朝日支所　地域振興課】
■集落集会施設の譲渡＇17施設（
・【朝日支所地域振興課】国県補助事
業等により取得した財産処分手続き
＇⇒国県（、行政財産の用途廃止＇⇒普
通財産（、譲与についての議会の議決
を経て、4/1財政課へ移管後に譲与契
約の締結
・【地元集落】地縁団体の設立、登録免
許税負担、【財政課】建物表題登記、
所有権保存登記、市有財産譲与の議
案、【農林水産課】村上市集落集会施
設条例の一部を改正する議案

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

①【財政課】
　移譲対象施設の当該集落と合意でき
たものについて、平成24年4月の移譲
に向けて手続き等を行った。
　　・荒川地区　4施設
　　・朝日地区　17施設
　　・山北地区　5施設

３　施設統廃合等改革 ２　集落集会施設の移譲

②【山北支所　地域振興課】
　集落集会施設検討ワーキング部会で
の移譲に係る諸手続の確認のもとに、
山北地区の指定管理者が管理運営し
ている39施設の移譲に関して次の取り
組みを行った。
　・移譲に向けて整理すべき施設の現
状と課題、問題点等の調査及び施設
移譲までの諸々の業務の流れを確
認。
　・所有権移転登記が行えるのは地縁
団体であることから、認可されている地
縁団体の調査。
　・移譲に係る財産に関する必要書類
の調査と保管。
　・補助金等の財産処分手続き及び処
分制限期限、使用補助金等の調査。

４　施設改革

取組内容＇P（

集落集会施設の移譲の検
討

4-3-2-1
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

4-3-3-1
H23
実施

B ＇なし（ 財政課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-1-1-1
H21
実施

A

・協働のまちづくりを推進していく上で、それぞれの地
域や集落の歴史・風土などを十分尊重した議論、考
査を要望したい。それには、広く市民への周知を行う
とともに職員が積極的にその考え方を実践すべく地
域にその力を注ぎ、地慣らしをして欲しい。人事交流
などで市全体を俯瞰できる職員の養成も必要ではな
いか。

いただきましたご意見につきましては、「協働のまち
づくり」を具体的に推進するための「地域まちづくり組
織」の設立に向け取り組み、各地域の皆さんや各種
団体の皆さんとともに、地域の現状課題や地域資源
を把握し、地域の将来像を踏まえた「まちづくり計画」
の策定を進め、組織の設立に向け取り組んできたと
ころであります。
また、担当職員は、地域内に広く取り組みを周知する
ために、地域の皆さんとともに地域のたよりなどを独
自に発行しながら取り組みを進めるとともに、地域に
対し、さまざまな場面に忚じたきめ細かな対忚をとり、
「地域に根差した取り組み」を進めている状況にあり
ます。

なお、本項目に関する取り組みは、「協働」の取り組
みを周知し、地域の皆さんが地域の資源や課題等の
現状を各担当職員とともに把握し、進めてきました。
それを踏まえ、地域の将来像を見定めた「まちづくり
計画」の策定を経て、地域まちづくり組織の設立に結
び付けています。

自治振興課

5-1-1-2
H21
作成

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　廃止施設の再利用または処分の検討

　建物の解体１件実施した。
  再利用可能な施設は遺物当貯蔵庫
や防災用品置き場としてして利用を
図った。
　賃貸借契約の申請があったものにつ
いては貸付をおこなった。

○　全体として
・市議会への説明　２回
・地区公民館への周知　１回
・市民への周知　市報　1回
　　　　　　　　　　　ホームページ掲載
・職員への周知　メルマガ　8回
　　　　　　　　　　　　研修会　1回
○　荒川地区の取り組み
・説明会及び懇談会実施＇38団体205
名出席（
○　神林地区の取り組み
・集落役員への説明会＇43回　451名出
席（
・集落住民への説明会＇40回　565名出
席（
○　村上地区の取り組み
・　各協議会等による分館だより等を併
せ１０回程度の周知
○　朝日地区の取り組み
・　住民説明会　7回＇340名出席（
・　各準備会による通信　２～６回
○　山北地区の取り組み
・住民懇談会　2回＇420名出席（

※　詳細は、実施計画進捗管理票を参
照のこと。

＇平成22年策定完了（

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　市民との協働によ
るまちづくりの推進

１　協働意識の醸成

３　施設統廃合等改革

「市民協働のまちづくり指
針」の作成

協働のまちづくりについて
の周知

５　市民協働のまちづく
りの推進

取組内容＇P（

取組内容＇P（

４　施設改革

再利用可能施設の利用の
検討・実施
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-1-1-3
H22
実施

A

・協働のまちづくりを推進していく上で、それぞれの地
域や集落の歴史・風土などを十分尊重した議論、考
査を要望したい。それには、広く市民への周知を行う
とともに職員が積極的にその考え方を実践すべく地
域にその力を注ぎ、地慣らしをして欲しい。人事交流
などで市全体を俯瞰できる職員の養成も必要ではな
いか。

いただきましたご意見につきましては、「協働のまち
づくり」を具体的に推進するための「地域まちづくり組
織」の設立に向け取り組み、各地域の皆さんや各種
団体の皆さんとともに、地域の現状課題や地域資源
を把握し、地域の将来像を踏まえた「まちづくり計画」
の策定を進め、組織の設立に向け取り組んできたと
ころであります。
また、担当職員は、地域内に広く取り組みを周知する
ために、地域の皆さんとともに地域のたよりなどを独
自に発行しながら取り組みを進めるとともに、地域に
対し、さまざまな場面に忚じたきめ細かな対忚をとり、
「地域に根差した取り組み」を進めている状況にあり
ます。

なお、本項目に関する取り組みは、各地域の皆さん
や関係する各種団体の皆さんとともに、地域の現状
課題や地域資源の把握を踏まえ、地域の将来像を見
つめた地域まちづくり組織の設立を目指し、幾度とな
く会合等を重ね進めてきた状況です。
地域に根差した、取り組みを進めてきた成果として17
の地域まちづくり組織の設立となったと考えます。

自治振興課

5-1-1-4
H22
実施

B

・協働のまちづくりを推進していく上で、それぞれの地
域や集落の歴史・風土などを十分尊重した議論、考
査を要望したい。それには、広く市民への周知を行う
とともに職員が積極的にその考え方を実践すべく地
域にその力を注ぎ、地慣らしをして欲しい。人事交流
などで市全体を俯瞰できる職員の養成も必要ではな
いか。

いただきましたご意見につきましては、「協働のまち
づくり」を具体的に推進するための「地域まちづくり組
織」の設立に向け取り組み、各地域の皆さんや各種
団体の皆さんとともに、地域の現状課題や地域資源
を把握し、地域の将来像を踏まえた「まちづくり計画」
の策定を進め、組織の設立に向け取り組んできたと
ころであります。
また、担当職員は、地域内に広く取り組みを周知する
ために、地域の皆さんとともに地域のたよりなどを独
自に発行しながら取り組みを進めるとともに、地域に
対し、さまざまな場面に忚じたきめ細かな対忚をとり、
「地域に根差した取り組み」を進めている状況にあり
ます。

なお、本項目に関する取り組みは、先進的な地域の
取り組みを踏まえ、本市の取り組みへ活かすことを
目的に進めてきました。
担当職員の先進地視察を踏まえ、地域の皆さんとの
取り組み姿勢や進め方、そして、地域のあるべき姿を
研修し、その後の組織の設立に活かしたところであり
ます。
また、職員研修においては、「地域に帰ればいち市
民」として、地域でのかかわりや自ら担当する部署に
おける関わりや連携についても職員研修で研修して
いただいたところです。
なお、地域根差した取り組みがこの「市民協働のまち
づくり」には、必要不可欠と感じています。

自治振興課

取組内容＇P（

５　市民協働のまちづく
りの推進

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　協働意識の醸成
１　市民との協働によ
るまちづくりの推進

・職員向けに協働に関するメールマガ
ジン「むらかみ協働通信」の配信を継
続＇月1回（
・H23.11.18　職員研修会　元気な地域
にするために～今、自ら何をすべきか
～
講師：宮城県大崎市経済産業部農林
振興課　係長　安部　祐輝　氏
　地域の皆さんと地域で生きるための
農業に取り組んできた実績と経過とそ
の思いを職員に伝えていただいた。
・各地区担当職員において先進地視察
研修を実施
　荒川地区自治振興担当職員：7月28
～29日　岐阜県恵那市・愛知県豊田市
　神林地区自治振興担当職員：7月27
日　　山形県川西町
　村上地区自治振興担当職員：9月5～
6日　兵庫県朝来市
　朝日地区自治振興担当職員：9月8～
9日　三重県松阪市
　山北地区自治振興担当職員：9月8～
9日　柏崎市

　協働のまちづくりについての周知＇5-
1-1-1（と同じ

協働のまちづくりについて
の説明会の開催

先進地の協働の取り組み
の研修

23



大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-1-1-5
H22
実施

B

・重要課題としている割には非常に遅れている。ま
た、職員間の理解度・スキルの差が大きく、そもそも
論として、市としての取り組み姿勢がはっきり見えな
い。
・協働のまちづくりを推進していく上で、それぞれの地
域や集落の歴史・風土などを十分尊重した議論、考
査を要望したい。それには、広く市民への周知を行う
とともに職員が積極的にその考え方を実践すべく地
域にその力を注ぎ、地慣らしをして欲しい。人事交流
などで市全体を俯瞰できる職員の養成も必要ではな
いか。

一つ目のご意見につきましては、「協働のまちづくり」
を推進するには、何よりも職員の協働意識の向上が
必要不可欠とし研修等を実施してきました。
5-1-1-4でも示した通り「地域に帰ればいち市民」とし
て、地域活動への積極的な参画を研修会やメルマ
ガ、あるいは担当者等による口込みなどにより周知し
てきたところであります。
また、協働のまちづくりをともに進めていただく「市民
協働推進員」を各課に設置いただき、情報の共有等
を図らせていただいたところです。
しかし、職員のスキルなどの差がすべて払しょくされ
たわけではない状況にありますが、5-2-2-4の地域
活動への職員の参加状況について調査したアンケー
トにもありますように大半の職員が積極的な地域行
事への参加が窺え、意識の改革は着実に進んでいる
と感じています。

また、次のご意見につきましては、「協働のまちづく
り」を具体的に推進するための「地域まちづくり組織」
の設立に向け取り組み、各地域の皆さんや各種団体
の皆さんとともに、地域の現状課題や地域資源を把
握し、地域の将来像を踏まえた「まちづくり計画」の策
定を進め、組織の設立に向け取り組んできたところで
あります。
また、担当職員は、地域内に広く取り組みを周知する
ために、地域の皆さんとともに地域のたよりなどを独
自に発行しながら取り組みを進めるとともに、地域に
対し、さまざまな場面に忚じたきめ細かな対忚をとり、
「地域に根差した取り組み」を進めている状況にあり
ます。

自治振興課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-2-1-1
H21
実施

C ※確認該当意見なし 政策推進課

5-2-1-2
H22
実施

B ※確認該当意見なし 政策推進課

5-2-1-3
H21
実施

B ※確認該当意見なし 政策推進課

5-2-1-4
H22
実施

B ＇なし（ 生涯学習課

5-2-1-5
H22
実施

D ※確認該当意見なし 自治振興課

１　市民との協働によ
るまちづくりの推進

１　協働意識の醸成

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　情報の共有化の推進

徹底した情報公開の推進

５　市民協働のまちづく
りの推進

２　情報の共有化とま
ちづくりへの参加

　なし

・メールマガジンの配信を継続し全9号
を配信した。
・先進地域で地域住民とともに取り組
みを進める市職員を講師に招き
　H23.11.18　職員研修会　元気な地域
にするために～今、自ら何をすべきか
～
講師：宮城県大崎市経済産業部農林
振興課　係長　安部　祐輝　氏
　地域の皆さんと地域で生きるための
農業に取り組んできた実績と経過とそ
の思いを職員に伝えていただいた。
・7月1日付けで「市民協働推進員設置
要綱」を設け、各課の課長補佐級に協
働推進員に就任ただき、「協働のまち
づくり」の取り組みに対し、連携及び情
報の共有を図り進めた。

　173講座実施し、参加者数は5,362
人。

　平成20年度から23年度の新採用職
員＇25人（を対象に情報化研修会を実
施した。

　なし

　本庁・支所の担当者が変わったこと
から、紙面構成や表現などの研修会的
な会議を担当者会議で行った。
　県協議会主催の研修に参加した。
　記事作りに参考となる情報の提供を
行った。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

職員の意識改革のための
研修会の実施

５　市民協働のまちづく
りの推進

地域活動や市民団体活動
の紹介

取組内容＇P（

市政懇談会や出前講座の
拡充

ホームページの充実

広報・広聴組織の充実
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-2-2-1
H21
実施

B ※確認該当意見なし 政策推進課

5-2-2-2
H23
実施

D

・制度検討に着手しなかった＇できなかった（理由、原
因の掘り下げがない。
・行政手続法の努力規定に基づき条例等で定めると
いうことを前提としているのか。

・他課の条例等の制定状況や業務の遂行状況等を
見極めていく必要があることから、他課からの情報も
収集して調査・研究を進めているところです。
・制定方法については検討していきます。

政策推進課

5-2-2-3
H23
実施

A

・協働のまちづくりを推進していく上で、それぞれの地
域や集落の歴史・風土などを十分尊重した議論、考
査を要望したい。それには、広く市民への周知を行う
とともに職員が積極的にその考え方を実践すべく地
域にその力を注ぎ、地慣らしをして欲しい。人事交流
などで市全体を俯瞰できる職員の養成も必要ではな
いか。

いただきましたご意見につきましては、「協働のまち
づくり」を具体的に推進するための「地域まちづくり組
織」の設立に向け取り組み、各地域の皆さんや各種
団体の皆さんとともに、地域の現状課題や地域資源
を把握し、地域の将来像を踏まえた「まちづくり計画」
の策定を進め、組織の設立に向け取り組んできたと
ころであります。
また、担当職員は、地域内に広く取り組みを周知する
ために、地域の皆さんとともに地域のたよりなどを独
自に発行しながら取り組みを進めるとともに、地域に
対し、さまざまな場面に忚じたきめ細かな対忚をとり、
「地域に根差した取り組み」を進めている状況にあり
ます。

なお、本項目に関する取り組みは、地域の現状及び
地域の資源を把握し、地域の皆さんが主役となる協
働の仕組みづくりを構築するために取り組みを進め
てきました。
地域の皆さんが、地域の現状と課題を踏まえた解決
策や地域資源を活かすための方策について担当職
員とともに検討を進め、具現化するための組織が各
地域に設立したことは、大きな成果と考えます。
また、具現化するための具体的な取り組みについて
も各組織の「まちづくり計画」の中に定め、多くの皆さ
んが関わる仕組みを構築しているところでもありま
す。

自治振興課

２　情報の共有化とま
ちづくりへの参加

２　まちづくりへの参加・参画しやすい仕組みづ
くりの構築

取組内容＇P（

【市政提案制度】
　　　様式に「市政提案」、「意見・要望」
のいずれかを記入してもらう欄を設け、
また提案箱開披の担当を総務課総
　　務・危機管理室、各支所地域振興
課総務管理室とするなど、処理のフ
ローについての整理を行った。
【市政懇談会】
　　　各地区において、昼夜１回ずつ開
催した。

　協働のまちづくりについての周知＇5-
1-1-1（と同様

　収集した情報内容の調査・研究を
行った。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

市民相互の協働に繋がる
仕組みづくりの構築

パブリックコメント制度の導
入

市政提案制度や市政懇談
会の充実

５　市民協働のまちづく
りの推進
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-2-2-4
H21
実施

B

・協働のまちづくりを推進していく上で、それぞれの地
域や集落の歴史・風土などを十分尊重した議論、考
査を要望したい。それには、広く市民への周知を行う
とともに職員が積極的にその考え方を実践すべく地
域にその力を注ぎ、地慣らしをして欲しい。人事交流
などで市全体を俯瞰できる職員の養成も必要ではな
いか。

いただきましたご意見につきましては、「協働のまち
づくり」を具体的に推進するための「地域まちづくり組
織」の設立に向け取り組み、各地域の皆さんや各種
団体の皆さんとともに、地域の現状課題や地域資源
を把握し、地域の将来像を踏まえた「まちづくり計画」
の策定を進め、組織の設立に向け取り組んできたと
ころであります。
また、担当職員は、地域内に広く取り組みを周知する
ために、地域の皆さんとともに地域のたよりなどを独
自に発行しながら取り組みを進めるとともに、地域に
対し、さまざまな場面に忚じたきめ細かな対忚をとり、
「地域に根差した取り組み」を進めている状況にあり
ます。

なお、本項目に関する取り組みは「市職員も地域へ
帰ればいち住民」として、地域住民とともに地域活動
を先進的に取り組んでいる行政職員を講師に招いた
た研修会を開催したり、メルマガ等で定期的な情報
発信などを実践し、職員の意識改革に取り組んでき
たところであります。
年度末に実施した「職員の地域行事への参画状況調
査」では、多くの職員が率先した地域行事への参加
が窺えました。

自治振興課

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-3-1-1
H22

検討・実施
B ※確認該当意見なし 自治振興課

5-3-1-2
H24
実施

5-3-1-3
H23
実施

B

全くの未経験者をリーダーに育成するなどと考えず
に、現に地域活動をしている人たちがいるわけだか
ら、そういう人を講師にしてネットワークを構築するな
どの方法ではいかがでしょうか。

各地域において地域まちづくり組織の設立を進める
際、準備会を設置し取り組みを進めてきた状況です
が、その際、各地域をまとめてきた方やこれまで公民
館活動などで地域づくりなどに取り組んできた方々が
加わり組織づくりを進めてきた状況にあります。
市内の連携、ネットワークの構築まではいきません
が、各地域では、各種取り組みを進める人材が加わ
り進めている状況がうかがえます。

自治振興課

・7月に「市民協働のまちづくり推進ガイ
ドライン」を策定する。

３　市民、民間団体へ
の支援

・H23.11.18　職員研修会　元気な地域
にするために～今、自ら何をすべきか
～
講師：宮城県大崎市経済産業部農林
振興課　係長　安部　祐輝　氏
　地域の皆さんと地域で生きるための
農業に取り組んできた実績と経過とそ
の思いを職員に伝えていただいた。
・職員の地域行事への参画状況調査
を実施
　実施期間：1月16日～2月3日　回答
者数：561人＇回答率65%（

・各地域の皆さんが、地域まちづくり組
織の設立を担当職員とともに「まちづく
り計画」の策定から組織設立まで進め
た。

１　協働のまちづくりの支援制度の整備

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

職員の地域活動等への参
加促進

まちづくりのリーダーとなる
団体・人材育成のための支
援や研修会の実施

評価・検証制度の確立と実
施

補助制度や助成制度の整
備

５　市民協働のまちづく
りの推進

取組内容＇P（

５　市民協働のまちづく
りの推進

２　情報の共有化とま
ちづくりへの参加

１　情報の共有化の推進

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

委員会意見
＇Ｃ（

昨年度答申における行革委員会意見 意見への対忚・回答 担当課

5-3-2-1
H23
設置

B ※確認該当意見なし 自治振興課

5-3-2-2
H23
実施

B ※確認該当意見なし 自治振興課

5-3-2-3
H23
実施

B ※確認該当意見なし 自治振興課

　A　・・・　非常に良い＇目標年度を早めて改革を実行している。結果が目標数値を大きく上回った。等（

　B　・・・　良い(予定どおり改革が実行されている。結果が目標数値以上である。等)

　C　・・・　悪い＇取組が遅れている。結果が目標数値未満である。等（

　D　・・・　非常に悪い＇取組が行われていない。結果が目標数値を大きく下回った。等（

※　評価について

３　市民、民間団体へ
の支援

２　協働のまちづくりの支援体制の整備

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　協働のまちづくりについての周知＇5-
1-1-1（と同様

　7月に「市民協働推進員設置要綱」を
定め、各課課長補佐級に「市民協働推
進員」に就任いただいた。

　「地域元気会」と称し、担当職員の情
報交換を図る会議を6月、9月、12月に
開催。
　他、政策推進課も参画した業務連携
会議を、4月、10月、1月に開催。
　計6回開催した。

「＇仮称（○○地域まちづく
り協議会」の設立と開催

支所庁舎を中心とした、市
民や地域の団体を結ぶ
ネットワーク強化

自治振興課及び自治振興
室の設置

５　市民協働のまちづく
りの推進
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